
 

海外邦人安全対策連絡協議会 

安全等に関する参考情報 

（２０２６年７月） 

 

 6 月中旬、インドネシア政府の燃料価格の引き上げに端を発した学生団体等によるデモ活動

は、無料栄養食プログラムや村落共同組合プログラムの見直し、ルピア安を含む経済状況の悪

化への批判など、幅広い政策への懸念を反映したものとなり、一時はインドネシア全土に拡大

しましたが、７月上旬以降は、ジャカルタ周辺地域においては大規模なデモは確認されていな

い状況にあります。ただし、今後の状況によっては、再び大規模なデモが実施される可能性は

否定できません。 

 

なお、デモ活動は、昨年の８月末の過激化のように、予期せぬ出来事によって過激化する恐

れがあります。邦人の皆様におかれては、デモに関する最新の情報に注意するとともに、デモ

が行われている場所やその周囲には近付かないでください。また、デモに遭遇した際には、速

やかにその場を離れてください。 

また、デモの周辺道路では交通規制が行われ、交通状況に影響が生じる可能性があります。

外出の際には、最新情報を確認するとともに、時間に余裕を持って行動してください。 

 

6 月 24 日、ジャカルタ市内にて、JICA ボランティアや特殊部隊を名乗る黒人男性と

白人女性が、在留邦人に対して「ウクライナで日本政府の秘密の寄付金、数十億の日

本円を発見した」と主張し、その資金を投資したいと持ちかけ、ホテルや閉店後のレ

ストラン等の密室で、極秘の面会を求める事案が発生しました。 

また、現金の証拠として「昨日香港から届いたばかりの日本円を見せる、あるいは

一部渡す」と執拗に提案があったということです。 

なお、当該邦人は、怪しいと感じ、それ以降の連絡を絶ったため、被害は発生して

おりません。 

 

詐欺師は、世間の話題を巧みに利用し、被害者を心理面から誘導、孤立させたうえ、

被害者を送金させる状況に誘い込もうとします。 

また、詐欺師は単独犯に限らず、詐欺グループを結成している場合も多く、被害者

を信じ込ませるため共謀して、友人や弁護士、空港係官等の役を演じてだましたり、

長期間をかけて信頼関係を構築した上でだます場合もあります。 

 

特に親しくない人から、何かを行うための資金援助等の金銭に関する話を出された

１．（注意喚起）一連のデモ活動について 

２．（注意喚起）日本人を狙った詐欺疑惑事案の発生 



ら、必ず警戒し、すぐに送金しないでください。また、少しでも不信に感じたら、送金

する前に家族等の近しい人や警察等に相談してください。さらに、現地の日本国大使

館・総領事館にも遠慮なく御相談ください。 

また、密室では、強盗や誘拐の恐れもあります。十分に注意してください。 

 

（１）6 月 18 日、南ジャカルタ市クバヨラン・バルの路上にて、２人乗りのバイクが、路

上に垂れ下がっていた電線に接触し、ハンドル部分が引っかかり転倒、後部座席に乗っ

ていた女子生徒が投げ出され、後続のバスにひかれて亡くなる事故が発生しました。や

むを得ずバイクタクシー等を利用する際は、ドライバーに無理な指示はしない、ヘルメ

ットは必ず装着するなど、細心の注意を払ってください。 

 

（２）6 月 22 日、西ジャカルタ市クボンジュルックにて、高級乗用車がオンライン配車サ

ービスのバイクと接触事故を起こした後に逃走したため、事故の目撃者や周辺住民が当

て逃げ車両を追跡し、取り囲んで破壊、運転手が軽傷を負うという事件が発生しました。 

自身の乗車中の車両が事故を起こした場合、当て逃げ・轢き逃げは言語道断ですが、

周囲の状況（野次馬の参集状況等）や自身および相手の負傷の程度等を勘案した上で、

必要であれば自分の車やタクシー等で負傷者を病院に搬送するなど、臨機応変な対応を

心掛けてください。 

 

７月１日申請分から、旅券手数料額が大幅に改訂されるとともに、18 歳以上の５年旅券の

新規申請が廃止、また外国人が日本へ入国するための査証申請においても、査証手数料額

が大幅に改定されるとともに、通過（トランジット）査証の新規申請が廃止されています。 

手数料の詳細は以下の当館ホームページに掲載していますので、ご確認ください。 

○当館 HP： https://www.id.emb-japan.go.jp/itpr_ja/visaj_00_00.html 

 

日本の放送大学（※）では、2026 年 4 月から、在外邦人や海外日系人の受け入れを開始

し、現在、2026 年秋（10 月）入学の学生を募集中です。 

詳細は、放送大学の HPを確認ください。 

 https://www.ouj.ac.jp/lp/oujglobal/  

（※）放送大学は、「大学の教育機会に対する広範な国民の要請に応えること」などを目的とし、法令や予算の

面で通常の私立大学とは異なる国の関与の下、放送大学学園法に基づき特別に設置・運営されている大学

です。 

  （以上） 

４．領事関係のお知らせ（参考） 

３．（注意喚起）交通事故等について 

５．文部科学省からのお知らせ：放送大学における在留邦人・海外日系人の学生募集 


